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・下表の研修は毎年開催されているわけではありません。開催状況については各社会福祉士会にご確認く
ださい。

・認証された研修を受講し修了すると、必ず、認証番号が付記された修了証が発行されます。

認証取得・開催
社会福祉士会名 研修名

単
位
数

認定単位の対象区分
認定社会福祉士

高歳 障害 児童・
家族 医療 地域・

多文化
北海道社会福祉士会 地域包括支援センターネットワーク実践力養成研修 １ ●
埼玉県社会福祉士会 成年後見人養成研修 ２ ● ● ● ●

千葉県社会福祉士会
刑事司法ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ養成講座(基礎編) １ ● ● ● ● ●
刑事司法ソーシャルワーカー養成講座 １ ● ● ● ● ●

東京社会福祉士会 成年後見制度の基礎 ２ ● ● ● ●
長野県社会福祉士会 福祉関係者のための地域ネットワーク実践力養成研修 １ ●
静岡県社会福祉士会 地域包括支援センターネットワーク実践力養成研修 １ ●
愛知県社会福祉士会 スクールソーシャルワーカー養成研修 １ ●
京都社会福祉士会 スクールソーシャルワーカー養成研修 １ ●

大阪社会福祉士会

地域包括支援センターネットワーク実践力養成研修 １ ●
司法ソーシャルワーク研修 １ ● ● ● ● ●
高齢者虐待対応研修 ２ ● ● ●
成年後見人養成研修 ２ ● ● ● ●
滞日外国人ソーシャルワーク研修 １ ●

福岡県社会福祉士会

医療ソーシャルワーク論（地域生活支援） １ ●
医療ソーシャルワーク論（理論編） １ ●
医療ソーシャルワーク論（脳血管疾患患者支援編） １ ●
地域包括ケア推進基礎研修、地域包括支援センター総合相談・
権利擁護研修、地域ケア会議実践研修 １ ●

高齢者地域支援研修 １ ●
老年心理学～臨床現場の振り返りを踏まえて～ １ ●
在宅障害者支援（身体・知的・精神） １ ●
児童家庭福祉論 １ ●
成年後見人養成研修 ２ ● ● ● ●
地域包括支援センターネットワーク実践力養成研修 １ ●

佐賀県社会福祉士会
成年後見人養成研修 ２ ● ● ● ●
罪を犯した高齢者・障害者支援研究 １ ● ● ● ● ●
生活困窮者自立支援研究 １ ● ● ● ● ●

宮崎県社会福祉士会 成年後見人養成講座 ２ ● ● ● ●
鹿児島県社会福祉士会 地域包括支援センターネットワーク実践力養成研修 １ ●

年 入会１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

研修を受講する 基礎研修Ⅰ
受講

基礎研修Ⅱ
受講

基礎研修Ⅲ
受講

分野専門研修受講
（４単位）

スーパービジ
ョンを受ける

スーパービ
ジョンを受
ける（２単位）

スーパービ
ジョンを受
ける（２単位）

認定研修を受
講する

認定研修受
講・修了 認定申請！
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　基礎研修を受講して認定社会福祉士を目指す方
は、８単位をどのように取得すれば良いか、まずは
取得のイメージを描くと良いでしょう。分野専門研
修４単位＋スーパービジョン実績4単位、または分

野専門研修２単位＋スーパービジョン実績６単位を
取得するための研修計画を立ててみてください。前
者であれば、基礎研修修了後、最短２年間で必要単
位の取得が可能です。その翌年に認定研修を受講し
修了すれば、他の実務経験も満たすことで認定社会
福祉士の認定申請ができます。
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　2017年１月22日（日）第３回選挙管理委員会において、2017年度通常総会から2019年度通常総会までを任
期とする理事候補者選出のための郵便投票の開票を行いました。結果は次のとおりです。
　今後は、2017年６月17日（土）に開催する第30回通常総会における承認を得て、次期理事として正式決定
されることになります。

投票率　　100％

投票数　　47票（有効票47票・無効票０票）／正会員数47

得票数　　全体：47（投票正会員数）×13（候補者連記）＝611（票）
　　　　　（有効得票数593票・無効得票数０票・棄権18票）

【理事候補者】定数７人以上13人以内　※得票数上位13人が当選
（敬称略・五十音順）

役員改選情報　次期理事候補者決まる

当　選 氏　名 所属する
都道府県社会福祉士会

◎ 石井　昌明 静岡
◎ 今井　昭二 京都
◎ 鹿嶋　隆志 大分
◎ 栗原　直樹 埼玉
◎ 島崎　義弘 愛媛
◎ 竹田　　匡 北海道
◎ 中島　康晴 広島
◎ 中田　雅章 岡山
◎ 西島　善久 大阪
◎ 星野　美子 東京
◎ 松山　茂樹 新潟
◎ 山崎　智美 神奈川
◎ 山本　純江 福井

選外 芝　　拓哉 兵庫
選外 高橋　修一 北海道
選外 松友　　了 東京

（敬称略・五十音順）

日本社会福祉士会

成年後見人養成研修（本会通信研修） ２ ● ● ● ●
地域包括支援センターネットワーク実践力養成研修 １ ●
滞日外国人ソーシャルワーク研修 １ ●
災害支援コーディネーター養成研修 １ ● ● ● ● ●
リーガル・ソーシャルワーク研修 １ ● ● ● ● ●
認定社会福祉士スクールソーシャルワーク研修 １ ●
障がい者の地域生活支援研修 １ ●
成年後見人材育成研修 ２ ● ● ● ●
レジデンシャル・ソーシャルワーク研修 １ ●
災害支援活動者養成研修 １ ● ● ● ● ●
成年後見人養成研修（委託集合研修） ２ ● ● ● ●
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201６年度臨時総会の議案について

　日本社会福祉士会（以下「本会」）は３月11日に2016年度臨時総会を鉄鋼会館（東京都中央区）で開催し
ます。
　2014年４月１日に公益社団法人へ移行後、総会は本会の正会員である47の都道府県社会福祉士会によって
構成し開催することとなりました。都道府県社会福祉士会に所属する会員への議案資料集の配布は実施して
おりませんので、本ニュースにおいて議案の概要をお知らせします。詳細は会員専用ホームページに掲載し
ています。

Ⅰ　議　案 
　第１号議案　綱紀委員会委員選任案

　2017年４月１日から2019年３月31日を任期とする綱紀委員を選任します。
　第２号議案　ソーシャルワーク専門職のグローバル定義の日本における展開案

　「ソーシャルワーク専門職のグローバル定義」は各国および世界の各地域で展開してもよいとされて
おり、日本においても社会福祉専門職団体協議会１および（一社）日本社会福祉教育学校連盟が合同で
「日本における展開案」を作成しました。採択にかかる議案となります。

　第３号議案　権利擁護センターぱあとなあに関する規則改正案
　権利擁護センターぱあとなあの事業に未成年後見事業を位置づけること、および成年後見人候補者養
成研修を見直したことに伴う改正案です。

Ⅱ　理事会報告
　第１号報告　2017年度事業計画

　2017年度事業計画を報告します。
　第２号報告　2017年度収支予算

　2017年度収支予算を報告します。
　第３号報告　福祉人材確保専門委員会等の動き

　厚生労働省社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会では、社会福祉士のあり方について審議
がされています。構成員として本会の鎌倉会長が参画しています。審議内容について報告します。

　第４号報告　苦情対応ガイドライン案について
　社会福祉士に対して苦情があった際の、都道府県社会福祉士会の対応についてとりまとめたガイドラ
イン案を報告します。

　第５号報告　ソーシャルワーカー関係団体のあり方について
　社会福祉専門職団体協議会の連携強化にかかる理念や指針等について、現在の整理状況を報告します。

　第６号報告　ソーシャルワークを考える政治的アプローチについて
　2017年度にソーシャルワークを考える政治的アプローチ検討プロジェクトチームを立ち上げ、政治的
アプローチ手法の検討を始めることを報告します。

Ⅲ　事務連絡
　第１号報告　規程類改正

　第29回通常総会（2016年６月18日開催）以降に改正した主な規程類を報告します。
　第２号報告　第25回日本社会福祉士会全国大会・社会福祉士学会（福島大会）報告
　第３号報告　第26回日本社会福祉士会全国大会・社会福祉士学会（山口大会）報告

Ⅳ　参考資料
　○2017年度主要行事予定表
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　　　 る場合は、本会ホームページの「よくあ
る質問」に掲載している変更届をダウン
ロードし、ＦＡＸまたはＥメールに添付
にてご提出ください。市町村合併により
住所が変更となった場合もご提出くださ
い。

2017年度成年後見人養成研修の開催
について

　2017年度の成年後見人養成研修の
全国版開催要項を本ニュースに同封して
います。
　本研修は、2017年度よりカリキュラ
ムや受講要件などが変更となり、従来は
１つの研修だったものを2つの研修に分
け、成年後見制度に関わる様々な立場の
社会福祉士を対象とした「成年後見人材
育成研修」（認証研修）と、成年後見人な
どの受任者を養成する「名簿登録研修」に
分かれています。本会が主催する成年後
見人材育成研修（委託研修）は、全国10
会場で開催、都府県社会福祉士会が主催
の研修は5都府県士会が開催します。
　申込方法などの詳細は、本ニュース同
封の開催要項をご覧ください。

2017年度認定社会福祉士特別研修

　認定社会福祉士特別研修（以下「本研
修」）は、認定社会福祉士の認定申請に必
要な要件の一つである、研修履修に関
する経過措置対応として開催します。本
研修を受講するには一定の要件があり
ます。また、受講決定後、集合研修まで
の間に事前課題があります。本研修の詳
細は、本会ホームページに掲載している
募集要項をご確認ください。なお、都道
府県社会福祉士会の会員の申込受付期間
は、2017年3月21日（ 火 ）9：30か
ら4月10日（月）17：00まで（都道府
県社会福祉士会の会員以外の申込受付期
間 は2017年3月27日（ 月 ）9：30か
ら4月10日（月）17：00まで）です。
【日程】
●東京会場
集合研修Ⅰ
　　2017年6月10日（土）～11日（日）
集合研修Ⅱ
　　2017年8月5日（土）
●大阪会場
集合研修Ⅰ

×3cm）と1,000円の郵便小為替を同
封してお申し込みください。会員証の再
発行および種類を変更した場合でも、有
効期限は再発行および変更前の会員証と
同じです。

2017年度会費引落について

　2017年度都道府県社会福祉士会会
費の引き落としは4月12日（水）です。
引落手数料118円(消費税込)が会費と
同時に引き落としになります。ただし、
北海道、福島県、埼玉県、東京、岐阜県、
三重県、山口県、福岡県、佐賀県、宮崎
県の会員は、所属社会福祉士会で会費引
落を行っていますので、会費引落日につ
いてはご所属の社会福祉士会の会報など
をご覧ください。

退会手続きについて

　2016年度末（2017年3月31日）で
所属都道府県社会福祉士会の退会を希望
される方は、所属社会福祉士会退会届を
送付しますので、本会事務局へご連絡く
ださい。ただし、所属社会福祉士会が北
海道、福島県、埼玉県、東京、三重県、
岐阜県、山口県、福岡県、佐賀県、宮崎
県の会員は、所属社会福祉士会へ直接ご
連絡ください。
　また、ぱあとなあ名簿登録者の方は、
退会届とは別に「ぱあとなあ名簿登録抹
消申請書」を所属する都道府県社会福祉
士会にご提出ください。
　退会すると会員番号および研修履歴な
どは削除されます。再度入会する場合も
退会前の研修修了履歴などは引き継がれ
ませんので、あらかじめご了承ください。
なお、過去の研修修了履歴の一部は所定
の手続きによって証明することが可能な
場合があります。

住所等の変更について

　氏名・住所・勤務先などに変更があ

全国大会プレ企画「実践研究入門講座」
を開催します

　学会運営委員会では、第25回日本社
会福祉士会全国大会・社会福祉士学会（福
島大会）のプレ企画として「実践研究入
門講座」を開催します。本プレ企画で
は、都道府県社会福祉士会会員が社会福
祉士学会で日頃の実践をまとめて発表し
たり、研究誌『社会福祉士』に論文・実
践報告として投稿する際の方法や考え方
などを学びます。発表や論文執筆がゴー
ルでなくても、日々の実践に研究的な視
点を持ちながらあたる姿勢は「最良の実
践を行う責務」（倫理綱領）の具現化で
もあります。関心のある方は、ぜひご参
加ください。
　申込方法などの詳細は、本ニュース同
封の全国大会開催要綱および本会ホーム
ページご覧ください。

研究誌『社会福祉士』を同封しています

　研究誌『社会福祉士』第24号を本
ニュースに同封しています。
　本誌には、都道府県社会福祉士会会員
による研究ノート２編と実践報告１編、
愛媛大会の抄録紹介、本会と都道府県社
会福祉士会の発行物、社会福祉士海外研
修・調査報告書などを掲載しています。

会員証の更新について

　会員証の有効期限が2017年3月31
日となっている方には、3月末日までに
更新会員証（有効期限2022年3月31
日）をご自宅へお送りします。ニュース
送付先が勤務先の方もご自宅への送付と
なります。
　会員証の記載事項は、会員番号・氏名・
社会福祉士登録番号・有効期限です（「顔
写真なし」）。

会員証再発行には手数料が必要です

　紛失や記載事項の変更により「顔写真
なし」会員証の再発行をご希望の場合に
は500円の郵便小為替を同封してお申
し込みください。また、「顔写真入り」会
員証をご希望の場合は顔写真（カラー4

情報情報情報学会運営委員会関連情報

その他の情報

生涯研修センター情報
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究委員会
23日（日）独立型社会福祉士委員会

13日（土）組織委員会・綱紀委員会　
合同委員会

13日（土）～ 14日（日）都道府県ぱあ
となあ連絡協議会

20日（土）業務執行理事打ち合わせ
理事会

21日（日）生涯研修センター企画・運
営委員会

四谷事務局だより
　 行 事 予 定 ・ カ レ ン ダ ー 　

04日（土）全国事務局職員情報交流連
絡会
現場のための障害者虐待防止研
修開発プロジェクト委員会
認定社会福祉士登録機関運営委
員会

04日（土）～5日（日）生活困窮者支援
ソーシャルワーク研修

05日（日）ハート相談センター全国担
当者会議

07日（火）ソーシャルケアサービス従
事者研究協議会

11日（土）学会運営委員会
福祉経営研修開発プロジェクト
委員会

18日（土）理事会

2016年度臨時総会
19日（日）生涯研修センター企画・運

営委員会
多文化ソーシャルワーク全国実
践研究集会プロジェクト委員会
虐待対応専門研修～アドバイ
ザーコース～プロジェクト委員会

09日（日）スーパービジョン研修開発
プロジェクト委員会
権利擁護センターぱあとなあ運
営協議会

15日（土）業務執行理事打ち合わせ
理事会

16日（日）生涯研修センター企画・運
営委員会

22日（土）地域包括ケア推進委員会
リーガル・ソーシャルワーク研

3月
5月

4月

都道府県社会福祉士会 会員情報

1月31日付　会員数	 40,518人
1月中 入会　会員数	 026人
前月同月会員増減数 1108人増
前月同月会員増減率　2.81％増

■社会福祉士がつくる　身上監護ハンド

ブック〔第2版〕

執筆者：東　早苗（東京社会福祉士会）

　　　　大島　祐子（東京社会福祉士会）

　　　　大輪　典子（東京社会福祉士会）

　　　　久保　洋子（東京社会福祉士会）

　　　　新橋　雅美（東京社会福祉士会）

　　　　星野　美子（東京社会福祉士会）

　　　　松村　茂（東京社会福祉士会）

　　　　宮秋　道男（東京社会福祉士会）

　　　　三宅　美紀（東京社会福祉士会）

発売元：民事法研究会

発行年月：2016年8月

B5判／ 235頁

価格：2,700円（税別）

　本書は2013年度版をブラッシュアッ

プし、障害者総合支援法や介護保険法、

民法などの改正に対応したほか、成年後

見業務を行う際の確認事項をまとめたチ

ェック表への最新の実務を反映、高次脳

機能障害の事例の追加など大幅に増補し

ました。成年後見における身上監護の実

務について基本的な

意義から説き起こし

た上で、実際の実務

を具体的・実践的に

わかりやすく解説し

ています。

　特に、社会福祉士が大切にしている身

上監護についての指針を示し、障害者権

利条約の要請する意思決定支援を実行す

るための考え方や実践方法について、ソ

ーシャルサポートの６つの機能を提示し

た上で、事例をとおして具体的に解説し

てます。

新刊・近刊等情報

※ここで紹介する本は一般書店等でお求めください。

　　　 している方を対象に実施します。
（経過措置期間におけるスーパーバイ
ザー登録をするための研修です。）
【日程】未定
【会場】未定（全国3会場で実施予定）
【定員】各会場50名
　本研修の受講には事前課題の提出と審
査があります。本研修の詳細については、
３月中旬に本会ホームページに掲載する募
集要項をご確認ください。

開催は未定です。
※２　本研修は今年度が最終開催とな
ります。そのため、期間延長の措置
はありません。

スーパービジョン研修～経過的対応～

　都道府県社会福祉士会においてスー
パービジョンを担う方を経過的に確保す
ることを目的として、すでにスーパーバ
イザーとしてのスーパービジョンを実施

　　2017年7月8日（土）～9日（日）
集合研修Ⅱ
　　2017年9月9日（土）
●福岡会場
集合研修Ⅰ
　　2017年7月1日（土）～2日（日）
集合研修Ⅱ
　　2017年9月17日（日）
【定員】各会場48人
※１　上記以外の本会による本研修の


